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第５次指針の施策に基づく３年間の取組結果 

（令和６年度の数値は、令和６年６月末現在の実績） 

 

「生産から販売に至る各段階における安全・安心の確保」及び「リスクに関する相

互理解（リスクコミュニケーション）」を大きな目標として、10 の施策に取り組みま

した。 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料４ 
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◎生産から販売に至る各段階における安全・安心の確保 

＜生産段階＞ 

施策１：生産者等における自主管理の促進 

取組内容 ３年間の実施状況 

(1) 農業者の自主管理の促

進 

ＧＡＰ(農業生産工程管理）の取組支援・実践支援 

○ 市町村や農業協同組合等関係団体と連携し、ＧＡＰの実施

を支援した。また、ＪＡグループと共催で生産者のＧＡＰの

実践支援を目的とした研修会を実施した。 

 

(2) 畜産農家の自主管理の

促進 

ア 家畜の飼養衛生管理の助言・啓発 

○ より一層の安全性を確保した畜産物を生産するため、すべ

ての畜産農家に対し、家畜の飼養に係る衛生管理基準の遵守

を指導した。 

イ 家畜の生産履歴情報の記帳推進 

○ 畜産物の生産履歴情報を把握できるようにするため、畜産

農家等における飼料、動物用医薬品等の使用記録の記帳指導

を実施した。 

 

(3) 漁業者等の自主管理の

促進 

ア 水産物の鮮度保持対策の支援 

○ 定置網等で漁獲される水産物の鮮度を保持するため、漁業

者等へ技術的な指導を行った。 

イ 漁業者等への衛生管理の助言 

○ 漁業者や水産加工業者等の加工施設等において鮮度保持、

品質管理についての指導を行った。 

○ 漁業者に対して、貝毒の情報提供やリスク管理について指

導を実施した。 

ウ 漁港における衛生対策の充実 

〇 県内漁港管理者へ「漁港における衛生管理基準」を周知

し、衛生管理対策の充実化を推進した。 

 

【成果と課題】 

農業者の自主管理の促進について、取組は着実に進められている。 

畜産農家の自主管理の促進について、取組は着実に進められている。 

漁業者等の自主管理の促進について、取組は着実に進められている。 

生産者等における自主管理の促進は、安全な農畜水産物を生産するために重要であり、継続し

て実施する必要がある。 
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施策２：生産者等に対する指導等の実施 

取組内容 ３年間の実施状況 

(1) 農業者等に対する指導

等の実施 

農薬の適正使用の推進  

○ 農薬販売者への立入検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 200 件 200 件 200 件 

実績 200 件 200 件 ０件＊ 

＊当該事業への国交付金減額のため、立入検査を一部中止予

定。代替として資料配布等の周知に注力する。 

○ 農薬安全使用の啓発運動を実施した。 

 

(2) 畜産農家等に対する指

導等の実施 

ア  動物用医薬品、飼料の適正使用の推進 

○ 薬剤耐性菌発現状況調査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ３件 ３件 ３件 

実績 ２件＊ ８件 ０件 

＊検体確保ができなかったため。 

○ 動物用医薬品販売業者の立入検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 70 件 70 件 70 件 

実績 96 件 77 件 18 件 

○ 飼料販売業者等への立入検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 20 件 10 件 10 件 

実績 12 件＊ 10 件 ０件 

 ＊飼料高騰対策対応のため、立入検査を一部中止。 

イ  家畜の衛生検査 

○ 家畜の衛生検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 20,000 件 20,000 件 20,000 件 

実績 24,565 件 20,568 件 6,045 件 

○ 死亡牛のＢＳＥ検査を実施 

R4年度、R5年度は96か月齢以上のすべての死亡牛の検査を

実施した。R6年度は死亡前に農林水産大臣が指定する症状 

（特定症状）を呈していた又は呈していた可能性が高いすべ

ての死亡牛の検査を実施。 

○ 豚熱（ＣＳＦ）の臨床検査及び抗体保有状況調査を実施 

○ 県内で高病原性鳥インフルエンザ（ＨＰＡＩ）等の家畜伝

染病が発生した場合に備え防疫訓練を開催。 



4 

 

(3) 漁業者等に対する指導

等の実施 

ア 水産用医薬品の適正使用の指導 

○ 水産用医薬品の適正使用説明会 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 １回 １回 １回 

実績 ０回＊ １回 ０回 

＊新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止し、代わりに巡

回指導を実施。 

イ  養殖魚類における水産用医薬品の残留検査 

○ 水産用医薬品の残留検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 12 検体 12 検体  ６検体 

実績 12 検体 ６検体＊   ０検体 

 ＊検査回数を見直したため。 

ウ 貝毒原因プランクトンのモニタリング及び貝毒検査 

 〇 貝毒原因プランクトンのモニタリング 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 12 回 12 回  12 回 

実績 12 回 12 回   ３回 

 〇 貝毒検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 20 検体 20 検体  20 検体 

実績 14 検体＊ 13 検体＊   ４検体 

＊ 検体が確保できなかったため。 

 

(4) 農林畜水産物等の放射

性物質検査及び指導の実

施 

放射性物質検査及び指導の実施 

○ 県内産の農林畜水産物について検査を実施した。 

検体の種類 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

農産物 ３検体 ３検体  ０検体 

林産物 ２検体 ２検体  ０検体 

畜産物 ９検体 ９検体  ２検体 

水産物 19 検体 43 検体  ２検体 

合 計 33 検体 57 検体  ４検体 

〇 水道水について検査を実施した。 
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【成果と課題】 

農業者等に対する指導等の実施について、R6 年度は国交付金減額のため農薬販売者への立入

検査を一部中止予定ではあるが、代替として資料配布等の周知に注力する等、農業者等に対する

指導等の実施の取組は概ね計画どおりに進められている。 

畜産農家等に対する指導等の実施について、R4 年度は薬剤耐性菌発現状況調査の一部検体が

確保できなかった。また、R4 年度は飼料高騰対策対応のため、飼料販売業者等への立入検査を

一部中止したが、以降は概ね計画どおり進められている。動物用医薬品販売業者の立入検査、家

畜の衛生検査等の取組は、計画どおり実施しており、畜産農家等に対する指導等の実施の取組は

概ね計画どおりに進められている。 

漁業者等に対する指導等の実施について、R4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め水産用医薬品の適正使用説明会を中止し代わりに巡回指導を実施したが、以降は計画どおりに

実施している。また、R5 年度の水産用医薬品の残留検査及び R4、R5 年度の貝毒検査は計画を達

成できなかった。なお、貝毒プランクトンのモニタリングは計画どおり実施している。 

農畜水産物等の放射性物質検査については、国が示す「検査計画、出荷制限等の品目・区域の

設定・解除の考え方」を踏まえて、計画どおり着実に実施している。 

生産者等に対する指導、農林畜水産物等の放射性物質検査は、安全な農畜水産物を生産するた

めに必要な取組であり、今後も重要であるため、継続実施する必要がある。 

 

  

 

施策３：生産段階における助言・指導等に係る人材育成及び調査研究 

取組内容 ３年間の実施状況 

(1) 農業者等に対する助

言・指導等に係る人材育

成 

農薬の適正使用に係る人材育成 

○ 農薬管理指導士の認定者数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 30 人 30 人 30 人 

実績 69 人 21 人＊ ０人 

＊受験者数が想定を下回ったため。 

 

(2) 畜産農家等に対する助

言・指導等に係る人材育

成 

農場ＨＡＣＣＰに係る指導員等の育成 

○ 養成研修会参加者数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ３人 ３人 ３人 

実績 12 人 13 人 ０人 
 

(3) 漁業者等に対する助

言・指導等に係る人材育

成 

漁業者等に対する衛生管理に関する研修の実施 

二枚貝養殖等を実施する漁業者に対し、貝毒等のリスク管理

に関する指導を実施し、漁業者等を対象に助言指導を行える人

材を育成した。 

 

(4) 食の安全・安心に配慮

した農畜水産物の生産技

術等の調査研究 

農畜水産物等の安全性確保を推進するために、安全・安心に配

慮した農畜水産物の生産技術等の調査研究を実施した。 
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【成果と課題】 

農業者等に対する助言・指導等に係る人材育成について、R5年度は農薬管理指導士の認定者数

が計画を下回ったが、他は計画どおり認定しており、取組は概ね計画どおりに進められている。 
畜産農家等に対する助言・指導等に係る人材育成について、取組は着実に進められている。 

漁業者等に対する助言・指導等に係る人材育成について、取組は着実に進められている。 

食の安全・安心に配慮した農畜水産物の生産技術等の調査研究について、取組は着実に進めら

れている。 

生産段階における助言・指導等を行う人材の育成やスキルアップ及び農畜水産物の生産技術等

の調査研究は、安全な農畜水産物を生産するために、今後も重要であるため継続実施する必要が

ある。 

 

 

 

 施策４：遺伝子組換え作物との交雑等の防止 

取組内容 ３年間の実施状況 

ア 交雑等の防止の推進 
遺伝子組換え作物の栽培や計画の届出等に関する情報について

ホームページを活用し、農業者等へ分かりやすく提供した。 

イ 立入検査等の実施 
遺伝子組換え作物の開放系栽培がなかったことから、ほ場等へ

の立入検査等の実績はなし。 

ウ 情報提供、助言、指導

等の実施 

遺伝子組換え作物の開放系栽培がなく、交雑等の事実が確認でき 

なかったことから情報提供、助言、指導等の措置の実績はなし。 

【成果と課題】 

「神奈川県遺伝子組換え作物交雑等防止条例」に基づく、遺伝子組換え作物と一般作物との交 

雑や混入に係る防止対策は、ホームページを活用した情報提供等により推進している。 

これまでに、県内の遺伝子組換え作物の開放系栽培がないため、立入り検査や助言指導の実績 

はないが、引き続き情報提供を推進するとともに、助言指導等の体制を維持する必要がある。 
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＜製造・輸入・調理・販売段階＞ 

施策５：食品営業者等における自主管理の促進 

取組内容 ３年間の実施状況 

(1) 食品営業施設等におけ

る自主管理の促進 

ア  衛生管理等の促進 

○ 食品営業者等に対し、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理につい

て指導を行い、施設の衛生管理及び食品又は添加物の取扱い

等に関する衛生管理計画の作成、記録等の助言を行った。 

イ  食品衛生責任者等衛生講習会の実施 

 〇 対面形式の食品衛生講習会の開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 121 回  50 回  50 回 

実績  89 回 ＊ 132 回   36 回 

＊一部、eラーニング形式を活用して実施。 

ウ  食品衛生自主管理の促進活動の支援 

○ 支援団体 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 １団体 １団体 １団体 

実績 １団体 １団体 １団体 

エ  流通・販売業者への情報提供等 

○ 流通・販売業者に対して、食の安全・安心確保に関する情

報を提供した。 

 

(2) と畜場における自主管

理の促進 

と畜場における自主管理の促進 

○ と畜場における自主管理を促進し、衛生意識の向上を図る

ため、衛生管理責任者、作業衛生責任者等に対し、講習会を

開催した。 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ３回 ３回 ３回 

実績 ０回＊ ５回 ０回 
＊新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止し、代替と

して啓発資料を配布。 

 

(3) 学校における自主管理

の促進 

ア 学校給食における食品の腸管出血性大腸菌Ｏ157 検査等 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 28 校 28 校 28 校 

実績 28 校 28 校 ０校 

イ 教職員等対象の研修講座開催 

 ○ 校長、教諭、栄養教諭・学校栄養職員等研修講座 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ８回 ８回 ８回 

実績 ８回 ８回 ８回 

○ 調理員研修講座・学校給食関係者会議等 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ３回 ３回 ３回 

実績 ３回 ３回 １回 
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【成果と課題】 

食品営業施設等における自主管理の促進について、R4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため食品衛生責任者等衛生講習会の対面開催を一部見送ったが、e ラーニング形式を活用

する等工夫して実施した。食品営業者等に対するＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の指導等、食品衛

生自主管理の促進活動の支援及び流通・販売業者への情報提供等は着実に実施している。食品営

業施設等における自主管理の促進の取組は、概ね計画どおり進められている。 

と畜場における自主管理の促進について、R4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め衛生管理責任者、作業衛生責任者等に対する講習会の開催を中止し、代替として啓発資料を配

布したが、以降は計画どおりに実施しており、取組は概ね計画どおりに進められている。 

学校における自主管理の促進について、取組は計画どおり着実に進められている。 

製造・輸入・調理・販売の各段階における食品営業者等の自主管理の促進は、食の安全・安心

の確保のために欠かせないものであることから、今後も引き続き実施していく必要がある。 

 

 

 

施策６：食品営業者等に対する監視指導等の実施 

取組内容 ３年間の実施状況 

(1) 食品営業施設等に対す

る監視指導 

食品営業施設等に対する監視指導 

 〇 業種別重点監視指導項目を定め、食品営業施設、流通拠点等

の監視指導を実施した。 

○ 大規模製造・大規模調理施設の監視指導 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 778 件   

実績 729 件＊  750 件 164 件 

＊新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため一部中止。 

 

(2) と畜場、食鳥処理場等

に対する監視指導 

ア  と畜場等の監視指導 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 580 件 580 件 540 件 

実績 613 件 635 件 162 件 

イ  食鳥処理場及び届出食肉販売業の監視指導 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 35 件 30 件 30 件 

実績 23 件＊ 32 件 ６件 

＊新型コロナウイルス感染症拡大防止対策等のため一部中止。 

 

(3) と畜場における衛生検

査 

ア  食肉の検査 

○ と畜場に搬入されたすべての家畜について、と畜検査を実施

した。 

イ  食肉及び食鳥肉の動物用医薬品等の検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 696 検体 695 検体 695 検体 

実績 700 検体 695 検体 156 検体 

ウ  ＢＳＥ検査 

○ と畜場に搬入された牛について、と畜場法（昭和 28 年法律

第 104 号）に基づき、ＢＳＥの検査を実施した。 

また、月齢等に応じた適切な分別管理の実施並びに特定部位の
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確実な除去及び焼却等について監視指導を実施した。 

 

(4) 流通食品等の抜き取り

検査等 

 

ア  食品等の検査 

○ 流通食品等の抜き取り検査（動物用医薬品等、放射性物質検査及

び輸入食品含む） 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 2,485 検体 2,484 検体 1,411 検体 

実績 2,478 検体＊ 2,484 検体  319 検体 

＊新型コロナウイルス感染症拡大防止対策等のため一部中止。 

イ  食品検査の信頼性の確保 

○ 食品衛生検査施設の内部点検 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 91 回 91 回 71 回 

実績 96 回 93 回 ９回 

ウ  いわゆる健康食品の買上げ検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 20 検体 20 検体 20 検体 

実績 19 検体＊ 20 検体 ０検体 

＊検体が確保できなかったため。 

 

(5) 食品中の放射性物質へ

の対応を推進する取組 

ア 加工食品等の放射性物質検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 70 検体 70 検体 10 検体 

実績 70 検体 70 検体 ０検体 

イ 食品中の放射性物質検査を実施している市町村との連携 

○ 食品中の放射性物質検査を実施している市町村と連携した流

通食品の調査等を行う事例はなかった。 

 

(6) 輸入食品の安全性確保

を推進する取組 

ア  食品等輸入事業者への情報提供 

 〇 食品等輸入事業者の自主的な衛生管理等に対する意識の向上

を図るため、ホームページで情報提供を行った。 

イ 輸入食品の抜き取り検査 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 619 検体 619 検体 389 検体 

実績 621 検体 627 検体 112 検体 
 

(7) 食品等の自主回収の届

出制度の徹底等 

ア  食品等の自主回収の届出制度の運用、県民に対する周知 

○ 食品衛生法等に基づく食品等の自主回収の届出制度の適切な運

用を図り、理解を深めるため、制度の趣旨や内容について、食品

関連事業者及び県民に周知した。 

イ 食品等の自主回収の届出時の指導等 

○ 自主回収の届出のあった食品関連事業者に対し、適切かつ速や

かな回収を指導し、必要に応じて施設の調査等を行い、再発防止

に係る改善指導を実施した。 
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(8) 違反発見・苦情相談時

の対応 

ア  違反発見時の対応 

○ 回収命令等の必要な措置を講じるとともに、立入調査を実施

し、原因究明、再発防止等の指導を行った。また、製造所等が他

自治体に所在する場合や違反食品等が広域に流通する場合は、関

係自治体と連携を図り対応した。 

イ  苦情相談時の対応 

○ 消費者等から寄せられた食品の異物混入、腐敗等の苦情につ

いて、食品の製造所等に立入調査等を実施し、必要に応じて改

善を指導した。また、製造所等が県外にある場合には当該製造

所等の所在地を管轄する自治体に調査等を依頼した。 

 

【成果と課題】 

食品営業施設等に対する監視指導について、R4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め、大規模製造・大規模調理施設の監視指導は計画を下回ったが、以降は着実に実施している。

食品営業施設等に対する監視指導の取組は、概ね着実に進められている。 

と畜場、食鳥処理場等に対する監視指導について、食鳥処理場及び届出食肉販売業の監視指導

を R4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一部中止したが、以降は計画どおり実施し

ている。と畜場等の監視指導は計画どおりに着実に実施しており、取組は概ね計画どおりに進め

られている。 

と畜場における衛生検査について、取組は計画どおり着実に進められている。 

流通食品等の抜き取り検査等について、R4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止等のため

流通食品等の抜き取り検査を一部中止したが、以降は計画どおり実施している。また、いわゆる

健康食品の買上げ検査は、R4 年度は目標検体数を確保できなかったが、以降は計画どおり実施し

ている。食品衛生検査施設の内部点検は、計画どおりに実施しており、流通食品等の抜き取り検

査等の取組は概ね計画どおり進められている。 

食品中の放射性物質への対応を推進する取組について、計画どおりに着実に進められている。 

輸入食品の安全性確保を推進する取組について、計画どおりに着実に進められている。 

食品等の自主回収の届出制度の徹底等について、取組は着実に進められている。 

違反発見・苦情相談時の対応について、関係自治体と連携して必要な措置や指導を適切に実施

した。 

製造・輸入・調理・販売の各段階における食品営業者等に対する監視指導や検査の実施は、食

品の安全性を確保するために必要な重要な取組であり、継続して実施する必要がある。 
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 施策７：製造段階等における助言・指導等に係る人材育成及び調査研究 

取組内容 ３年間の実施状況 

(1) 食品営業者における指

導的立場の人材育成 

食品営業者等に係る人材育成 

○ 講習会等の実施 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 16 回 16 回 16 回 

実績 12 回＊ 16 回  ５回 

＊ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策等のため一部中止。 

 

(2) 食品衛生監視員等に対

する研修 

ア 食品衛生監視員研修 

○ 高度な食品衛生監視業務に対応できる食品衛生監視員を育

成する研修を実施した。  

イ と畜検査員研修 

○ と畜検査員の食肉の安全確保に関する知識の習得、技術の

向上等を目的とした研修を実施した。 

 

(3) 食の安全・安心に関す

る調査研究 

ア 先行調査、モニタリング調査 

○ 食品衛生法で基準等が定められていない化学物質や微生物等に

ついて実態調査を実施し、データ収集を実施した。 

イ と畜場における調査研究 

○ 食肉の安全性を確保するため、家畜の疾病や食肉・食鳥肉

に関する調査研究を実施した。 

 

【成果と課題】 

食品営業者における指導的立場の人材育成について、R4年度は新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため講習会等の実施を一部中止したが、以降は計画どおり進められている。 

食品衛生監視員及びと畜検査員に対する研修について、取組は着実に進められている。 

食の安全・安心の確保等に関する調査研究について、取組は着実に進められている。 

食品営業者における指導的立場の人材育成や食品衛生監視員等のスキルアップは、食品等の安

全性を確保するために重要であるため、継続実施する必要がある。また、食の安全・安心に関す

る調査研究について引き続き取り組む必要がある。 
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施策８：食品表示の適正の確保の推進 重点 

取組内容 ３年間の実施状況 

ア 相談窓口による対応 

〇 事業者や消費者、関係機関等からの食品表示に関する相談及

び情報提供に対応するため、相談窓口に寄せられた相談に適切

に対応し、情報の共有を行った。 

受付件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 36 件 21 件 ４件 
 

イ 食品の適正表示の啓発 

○ 食品表示について、食品関連事業者自らが責任と自覚をもっ

て適正に行うよう、ホームページでの説明付きの講習資料の掲

載及び食品衛生責任者講習会にて啓発を図った。  

 

ウ 食品表示法（衛生事項

及び品質事項）に基づく

食品表示の指導 

〇 適正な食品表示を推進するため、県民及び関係機関等からの

情報提供等に基づき、必要に応じて調査及び指導等を行うとと

もに、県民及び事業者等の相談等に対応した。 

受付件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 387 件 248 件 54 件 
 

エ 食品表示法（保健事

項）及び健康増進法に基

づく食品表示の指導 

○ 消費者に対する適正な食品情報の提供を図るため、食品関連

事業者に対し、食品表示法（保健事項）及び健康増進法に基づ

き、栄養表示等適正化のための指導を行った。 

指導等件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

助言指導 87 件 53 件 15 件 

適正化指導 14 件  18 件  ４件 
 

 

オ 不当景品類及び不当表

示防止法に基づく食品の

不当な表示の指導 

○ 食品表示に係る関係機関等からの情報提供等に基づき、必要

に応じて調査及び改善指導を行った。 

指導件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 ７件 ６件 ３件 
 

カ 医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律

（医薬品医療機器等法）

に基づく食品表示の指導 

○ 医薬類似品等の監視指導として、いわゆる健康食品の広告、

表示の内容の検査及び指導を行った。 

指導等件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 ３件 124 件 20 件 

  

キ 米穀等の取引等に係る

情報の記録及び産地情報

の伝達に関する法律（米

トレーサビリティ法）に

基づく指導 

○ 米や米加工品の取引等に係る記録の作成・保存、取引先や消

費者への産地情報伝達が適正に行われることを推進するため、

県民及び関係機関等からの相談等に対応した。 
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ク 食品表示に係る抜き取

り検査 

〇 食品の抜き取り検査を実施し、食品の表示を確認した。 

監視等件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 521 件 546 件 53 件 
 

ケ 食品表示に関する情報

発信 

〇 食品表示セミナーやホームページ等を活用し、食品表示に関

する情報を発信した。 

食品表示セミナーの開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ３回 ３回 ３回 

実績 ４回 ３回 ０回 
 

コ 食品表示に係る情報提

供の促進 

〇 個々の食品関連事業者に対して、表示の義務付けがされてい

ない事項をホームページ上で情報提供する等の自主的な取組を

積極的に行うように働きかけた。 

 

【成果と課題】 

食品表示について、ホームページで説明付きの講習資料を用いた啓発を図る等、食品の適正表

示の啓発は着実に進められている。 

各法令に基づく食品表示の点検や指導等は着実に進められている。 

 

第５次指針において、重点的な取組である食品表示の適正の確保を推進する取組について、着

実に進められている。食品表示は、県民が食品を自主的かつ合理的に選択し、安全に摂取するた

めに重要な情報源であるため、引き続き食品の表示の適正の確保の推進について着実に取り組む

必要がある。 

 

 

 

◎リスクに関する相互理解（リスクコミュニケーション） 

施策９：情報の共有化の推進 重点 

取組内容 ３年間の実施状況 

ア かながわ食の安全・安

心基礎講座等の開催 

○ 食の安全・安心に関する基礎的な情報を発信し、共有化を図

るため、かながわ食の安全・安心基礎講座等を開催した。 

かながわ食の安全・安心基礎講座の開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計劃 ５回 ５回 ５回 

実績 ５回 ６回 ０回 

大学生等を対象とした食の安全・安心ラボの開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ２回 ２回 ２回 

実績 ２回 ２回 ０回 
 



14 

 

イ 出前講座等の実施 

○ 県民等からの要望に応じて講師を派遣した。 

出前講座実施件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 ９回 19 回 ５回 
 

ウ 食の安全・安心に関す

る情報発信等 

〇 食の安全・安心に関する様々な情報を迅速かつ的確に共有す

るため、「かながわの食の安全・安心ホームページ」の内容の

充実を図った。 

〇 ソーシャルメディアであるＸ（旧 Twitter）を活用し、食の

安全・安心に関する情報やホームページの更新情報を広く伝え

た。 

〇 食品等の抜き取り検査により発見した違反食品に係る調査結

果及び措置状況並びに食中毒の発生情報をホームページ等で公

表した。 

〇 食品中の放射性物質の検査結果については、すべて速やかに

県のホームページ等で公表した。 

 

エ 小学生への食の安全・

安心の情報提供 

○ 小学生を対象に、食品の安全性に関する情報について正しく

理解し、考えることができるようにするため、小学生を対象と

したホームページ「かながわの食品衛生‐キッズページ‐」に

おいて、情報提供を行った。 

 

オ インターネットアンケ

ート等を活用した情報提

供 

○ インターネットアンケートを通じた情報提供を行った。 

アンケート実施件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 ２回 ２回 ０回 
 

カ 食品関連事業者の自主

的な取組の情報提供 

○ 食品関連事業者が行う食の安全・安心の確保にむけた自主的

な取組を紹介した。 

 

キ 食育の推進に関する施

策と連携した情報提供 

○ 県内の全小学校を対象に、食育のための食品安全リーフレッ

ト「かながわの食品衛生 for KIDS」を配布又はホームページ

に掲載の電子リーフレットを案内した。 

 

ク 相談窓口による対応 

○ 「かながわ食の安全・安心相談ダイヤル」やかながわ中央消

費生活センターの消費生活相談窓口で相談を受け付けるととも

に、これまでに受け付けた相談及び回答の事例をホームページ

に掲載した。 

かながわ食の安全・安心相談ダイヤル受付件数 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

実績 90 件 84 件 22 件 
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ケ 県内保健所設置市及び

国の機関との情報共有 

○ 県・保健所設置六市食品衛生担当者会議の開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ２回 ２回 ２回 

実績 ２回 ２回 ０回 

○ 県農政担当者及び県・保健所設置六市食品衛生担当者会議の

開催 

 R4 年度 R5 度 R6 年度 

計画 １回 １回 １回 

実績 １回 １回 ０回 

○ 輸入食品衛生連絡会の開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 １回 １回 １回 

実績 １回 １回 ０回 
 

コ 県内市町村と連携した

情報提供 

○ 県内市町村に協力をいただきながら、県民の皆さんに身近な

市町村の窓口を通じて、地域住民や食品関連事業者の方々へ食

の安全・安心の確保に関する情報提供を行った。 

 

サ 食中毒等の注意喚起 

○ 食品の安全性に関する情報提供等を実施する「食中毒予防週

間」を定め、注意喚起した。 

○ 県内の感染性胃腸炎患者の発生状況を踏まえてノロウイルス

食中毒警戒情報を発令し、注意喚起した。 

○ 食中毒の発生又はその疑いがあるときは、神奈川県食中毒対

策要綱・食中毒処理要領等に基づき、原因究明を迅速に行い、

被害の拡大防止及び再発防止に向けた対策を講じた。 

 

【成果と課題】 

かながわ食の安全・安心基礎講座等の開催、ホームぺージ等を活用した食の安全・安心に関す

る情報発信、県内保健所設置市及び国の機関との情報共有の取組について、計画どおりに着実に

進められている。 

食育の推進に関する施策と連携した情報提供等の各取組についても着実に進められている。 

 

第５次指針において、重点的な取組である情報の共有化の取組について、食の安全・安心の確

保の推進のためには、県、県民及び食品関連事業者の間で十分な情報の共有が大切であるため、

引き続き重点的に取り組む必要がある。 

 

 

施策１０：関係者による意見交換の促進 重点  

取組内容 ３年間の実施状況 

ア かながわ食の安全・安

心キャラバンの開催 

○ かながわ食の安全・安心キャラバンの開催 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 -  １回 １回 

実績 １回＊ １回 ０回 

＊ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため集合開催の

代替として動画をホームページに掲載し質問を受け付け
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て回答する方法で開催。 

 

イ インターネットアンケ

ートを活用した意見募集 

○ インターネットアンケートの実施 

 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

計画 ２回 ２回 ２回 

実績 ２回 ２回 ０回 
 

ウ 県民からの意見・提案

の募集 

〇 食の安全・安心の確保に関する県の施策について、寄せられ

た意見・提案はなかった。 

 

【成果と課題】 

かながわ食の安全・安心キャラバンは、計画どおりに着実に進められている。 

インターネットアンケート等により寄せられた意見等について、食の安全・安心に関する施策

の参考とした。 

 

第５次指針において、重点的な取組である関係者における意見交換を促進する取組について、

着実に進められている。食の安全・安心の確保の推進のためには、関係者間で意見を交換して相

互理解を深めることが重要であるため、引き続き関係者による意見交換の促進について重点的に

取り組む必要がある。 

 

 


